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面　積　　33万km2

人　口　　3258万人（2019年央推計）

首　都　　クアラルンプール

言　語　　マレー語，ほかに華語，タミル語，英語など

宗　教　　イスラーム教，ほかに仏教，ヒンドゥー教など

政　体　　立憲君主制

元　首　　アブドゥラ国王（2019年 1 月31日即位）

通　貨　　リンギ（ 1米ドル＝4.149リンギ，2019年平均）

会計年度　 1月～12月
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概　　況
　与党連合の希望連盟（Pakatan Harapan：PH）は2019年 5 月で政権発足 1 周年を
迎えたが，有権者からの評価においても与党内の調整においても，厳しい状況が
続いた 1 年であった。
　2018年 5 月の総選挙後，下院，州議会の補欠選挙が断続的に実施されており，
与党への評価が問われる機会となった。2019年は ₆ 回の選挙が行われたが，与党
が勝利したのはわずか 1 回であった。汚職防止計画の発表や議員，閣僚の資産情
報公開，選挙権年齢の引き下げなど，政治改革への努力は見られたが，支持回復
には寄与しなかった。さらに与党内，とくに人民公正党（PKR）内では，首相の後
継問題に関連して，アンワル総裁とアズミン経済相の間での不和が表面化した。
　経済面では，外需の低迷により，輸出が2009年以来のマイナス成長となった。
引き続き民間消費が景気を支えたものの，前年および2019年の見通しを下回る
4.3％の実質 GDP 成長率となった。また政府は次の10年間を見据えた長期開発計
画・繁栄の共有ビジョン2030を発表した。2018年総選挙で PH の公約に掲げられ
ていた，外国資本による大規模インフラ開発計画の見直しについては，関係国と
の一通りの交渉を終え，一部の計画縮小を通じてコストを削減することで，いず
れの事業も計画を続行する結論に至った。
　対外関係については，大規模インフラ開発計画の見直しに合わせて中国との関
係も見直されるのではないかという予測もあったが，従来通りの関係を維持し，
マレーシアは中国の一帯一路政策を支持していることをマハティール首相は明言
した。2018年後半から続いていたジョホール州周辺の領空，領海の境界線をめぐ
るシンガポールとの衝突は，政府間での交渉が続けられ， ₄ 月の両国首相の会談
をもって事態は一旦収束に向かった。

2019年のマレーシア
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国 内 政 治

PH政権下での政治制度改革の実行と進捗
　PH 政権は総選挙の公約の目玉の 1 つとして，政治制度改革を掲げて勝利し，
2018年は賢人評議会や制度改革委員会を組織して方針がまとめられた。2018年の
第11次マレーシア計画中間報告において，首相らの任期制限，選挙制度改革，政
治資金の規制を今後の重点項目として記したが，2019年は実際それらの改革にど
れほど着手できるかが注目された。結果として，いくつかの改革は実現に至った
が，その進捗は遅く，後述する補欠選挙の結果を見るかぎり，有権者の支持を繋
ぎとめる材料とはならなかったといえる。
　まず最大の改革は，選挙権および被選挙権年齢の引き下げ，有権者の自動登録
が ₇ 月16日の連邦憲法の改正によって決定されたことである。憲法の改正には両
院の ₃ 分の ₂ の賛成を要するため，与党だけでなく野党議員の同意も必要になる
が，今回の改正は党派を超えた協力によって実現した。有権者および候補者は21
歳以上であったが，18歳以上へと引き下げられた。候補者年齢の引き下げについ
ては，改正後の11月に行われたジョホール州タンジュン・ピアイ選挙区での下院
議員補欠選挙から適用された。有権者年齢については，有権者名簿の自動登録化
の運用開始とともに2021年半ば以降の施行予定と選挙委員会は述べている。
　また政府は 1 月29日に国家汚職防止計画（National Anti-Corruption Plan）を発表
した。2023年までの 5 カ年計画であり，政治ガバナンス，公共部門ガバナンス，
公共調達，法律・司法，法執行，企業ガバナンスの ₆ つの分野において，115の
取り組み項目を掲げ，とくに22を優先事項として挙げた。この優先事項には政治
資金規正法の導入や政権関係者による口利きの禁止，警察官の不正行為を抑止す
る不正行為独立委員会の設置などが含まれる。とくに，政権関係者と上下院議員
の資産公開制度の導入は ₇ 月 1 日に下院で，22日には上院で特別動議が承認され，
実行に至った。これを受けて， ₃ カ月以内に本人と近親者の資産を各院議長と汚
職防止委員会（MACC）委員長へ申告することが求められた。申告期限は 1 度延長
され， ₂ 度目の申告期限であった12月 5 日の時点で，222人の下院議員のうち野
党議員の62人が未申告である。未申告の場合，議員資格の停止あるいは罰金を科
す可能性がある。
　 ₇ 月 ₄ 日には，平和的集会法が改正されたが，NGO など市民社会からは改正
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は実質的な改革となっておらず，法律自体を撤廃すべきであると反発の声が上
がった。平和的集会法は2011年に制定され，市民による 5 人以上の集会を警察に
よる許可制としていた警察法の条項を撤廃し，主催者による事前届出制とした一
方，街頭での抗議活動を禁じていた（『アジア動向年報2012』）。今回の改正点は，
違反行為から街頭抗議活動が削除され，非犯罪化されたこと，警察への届出期間
が開催10日前から 5 日前までに変更されたことなどである。しかし連邦憲法で規
定されている平和的集会の自由は，政府や警察の事前許可要件などによって制限
を受ける権利ではなく，また迅速に開催する必要がある場合や，自然発生的に生
じる集会などを阻害しているとして，市民社会からの批判がある。
　また2018年にナジブ政権下で施行され，PH への政権交代後に廃止が目指され
た反フェイクニュース法は，上院での同法廃止法案の可決に一度は失敗したもの
の（『アジア動向年報2019』），2019年に下院に再提出され10月 ₉ 日に可決された。
再提出のため，上院での可否にかかわらず承認される予定ではあったが，12月19
日に上院で可決された。

補欠選挙での与党苦戦，政権支持率の低下
　2018年に引き続き，2019年も現職議員の死去や総選挙での不正あるいは異議申
立てが裁判所に認定されたことによる連邦議会下院および州議会の補欠選挙が続
いた。2018年に実施された ₄ 回の補欠選挙ではすべて与党 PH が制していたが，
2019年は 5 回の補欠選挙のうち，勝利できたのはわずか 1 議席のみであった（表
1 ）。政権支持率も下降しており，政権交代から 1 年ですでに厳しい状況を迎えた。
　補欠選挙前の時点では， ₂ つの下院選挙区と 1 つの州議会選挙区において PH
が議席を確保していたが，そのなかでも ₂ 度敗北したことは大きい。スランゴー
ル州議会のスムニュ選挙区は前与党国民戦線（Barisan Nasional：BN）の中心政党
統一マレー人国民組織（UMNO）の地盤であったが，2018年総選挙で PH・マレー
シア統一プリブミ党（Bersatu）候補が UMNO 現職議員を得票率で約19ポイントの
大差を付けて勝利していた。しかし10カ月後の補欠選挙では，後述するように，
1 月のキャメロン・ハイランドでの下院補選に続き，野党汎マレーシア・イス
ラーム党（PAS）が BN・UMNO に協力し候補者を立てなかったことも寄与し，野
党 UMNO 候補者が制した。
　さらに，11月のジョホール州タンジュン・ピアイ選挙区での下院補選は，2018
年総選挙以降に実施された補欠選挙では最低の与党得票率であり，また与党大敗
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の結果となった。タンジュン・ピアイ選挙区はマレー人が多数派を占める一方，
華人も40％近くを占める地域であり，2018年まで BN 傘下の華人政党マレーシア
華人協会（MCA）所属で，今回の補選で勝利したウィー・ジェックセンが ₂ 期議
席を確保していた。2018年総選挙では PH・Bersatu の新人候補が524票（得票率で
は約 1 ポイント）の僅差で現職ウィーに勝利したが，今回の補選では得票率で約
40ポイントの差を付けて，ウィーが返り咲いた。Bersatu 会長でもあるマハティー
ル首相は「敗北の原因を明らかにするため，与党の全レベルにおいて，詳細かつ
真剣に誠実に『検死』を行わなければならない」と声明を出した。
　与党敗北の原因としては，政治制度改革を望んで2018年総選挙で票を投じた
人々にとっては，前政権批判を続け実際の改革は遅々として進まない状況に不満
があること，さらにインフレ率は総選挙前よりも下落しているにもかかわらず，
依然として生活費の上昇を有権者が感じ，批判に至っていること，また後述する
とおり，与党指導者間での不和が表面化していることが挙げられる。
　世論調査会社ムルデカ・センターの調査（2019年 ₇ 月26日付）によれば，マハ
ティール首相への支持率は2018年 5 月の政権交代直後は83％だったが下落の一途
をたどり，2019年 ₃ 月には支持と不支持が46％で拮抗し，その後持ち直したもの
の，2019年 ₆ 月末時点で62％となった。また与党 PH に対する認識については，
政権交代直後は75％が好印象を持っていたが，2019年 ₆ 月には41％に下落した。

表 1　2019年に実施された連邦議会下院および州議会補欠選挙の結果

議会
種別 選挙区 投開

票日
補選前議席
保持政党 主要候補者1） 所属政党 得票率

（％）
投票率
（％）

下院 パハン州 キャメ
ロン・ハイランド 1/26 BN（MIC）

Ramli Mohd Nor BN 直属 56.2 
68.8 Manogaran 

Marimuthu PH（DAP） 41.1 

州議会 ス ラ ン ゴ ー ル 州 
スムニュ 3/2 PH（Bersatu）

Zakaria Hanafi BN（UMNO） 50.4 
73.2 Muhammad 

Aiman Zainali PH（Bersatu） 45.6 

州議会 ヌグリ・スンビラ
ン州 ランタウ 4/13 BN（UMNO）Mohamad Hasan BN（UMNO） 63.2 79.3 Streram Sinnasamy PH（PKR） 35.8 

下院 サバ州 サンダカ
ン 5/11 PH（DAP） Vivian Wong Shir Yee PH（DAP） 74.2 54.4 Linda Tsen Thau Lin BN（PBS） 20.8 

下院 ジョホール州 タ
ンジュン・ピアイ 11/16 PH（Bersatu）Wee Jeck Seng BN（MCA） 65.6 74.4 Karmaine Sardini PH（Bersatu） 26.7 

（注）　1）得票率 5 % 以上の候補者。 各補選実施理由は日誌を参照。
（出所）　選挙管理委員会発表結果および現地紙より筆者作成。
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このような有権者からの不信には，次に述べる与党内での不和の表面化も一因で
あろう。

民族，宗教をめぐる論争とマレー人野党の政治協力
　前述の世論調査の支持率を民族別に見ると，元々現与党はマレー人の支持が弱
いが，全体的な支持率の低下にしたがって，2018年 5 月の政権交代直後から2019
年 ₆ 月までに，66％から32％にまでマレー人の与党に対する好感度は低下してい
る。このようなマレー人の不満の高まりは社会，政治における民族的な分極化を
強めている。
　マレー人／イスラーム保守系 NGO の活動が活発化しており，2018年末に約 5
万人が参加した国連人種差別撤廃条約（ICERD）の批准に反対するデモに続き，
2019年 5 月には，国際刑事裁判所（ICC）ローマ規程への加入の動きや，2018年末
の首都郊外ヒンドゥー寺院での騒乱におけるマレー人消防士の殉職などへの異議
を唱え，「イスラーム教の統治を守護」するための抗議デモが行われ，約2000人
が集まった。ICC ローマ規程については， ₃ 月にサイフディン・アブドゥラ外相
が加入文書に署名していたが，ジョホール州スルタンを筆頭にマレー人保守層か
ら，君主制やマレー人の地位を脅かすとして反発が出ており， ₄ 月に首相が撤回
を宣言していた。
　またジャウィ（アラビア文字を用いたマレー語表記）の書写（khat）の授業を2020
年から小学校の教育カリキュラムに導入することをめぐって，マレー人，非マ
レー人の間で論争が生じた。非マレー人の教育関係者に加え，与党 DAP からも
強い批判が起こり，教育省は ₈ 月に華語，タミル語の国民型学校では必修とはせ
ず，各校の PTA が承認した場合にのみ，ジャウィの授業を実施すると決定した。
これに対し，非マレー人の教育団体や NGO が，抗議デモや集会を企画したが，
一部は裁判所から中止命令が下される一方，これらの集会に対抗する抗議デモを
マレー人／イスラーム保守系 NGO が企画するなど，12月末まで混乱は続いた。
　政治の面では，ともにマレー人を支持基盤とする野党であり，2018年後半から
徐々に選挙協力を進めてきた UMNO と PAS の間で，公式の政治連合を結成する
ことが決まった。2018年 ₉ 月のスランゴール州議会スリ・スティア選挙区補欠選
挙以降，BN と PAS は候補者を一本化し，党員を動員して互いの選挙キャンペー
ンへの協力を行ってきた。2019年に入ってからは，与党への不満と相まって，
PAS の影響力が小さいヌグリ・スンビラン州やサバ州での ₂ 回の補選を除けば，
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候補者の一本化はマレー人票の分裂を防ぎ，補選での勝利にも寄与しているとい
える。 ₃ 回の補選での協力を経て， ₃ 月 ₆ 日には UMNO と PAS 上層部間での会
合で正式な政治協力を決定し， ₉ 月13日には両党の合同政治集会を開催，公式協
力 協 定 に 署 名 し た。 そ し て12月 の UMNO 年 次 党 大 会 で は，BN と PAS が

「Muafakat Nasional」として，公式の野党連合の結成を目指すとザヒド総裁が発
表した。BN 所属政党のマレーシア・インド人会議（MIC），MCA は連合への参
加を明言していないが，ザヒド総裁は参加を歓迎するとし， ₄ 年後の次回総選挙
での政権奪還の意欲を示した。

与党指導者間での権力闘争の表面化
　マハティールを首相候補とすることが発表された総選挙前の2018年 1 月の PH
合同大会において，マハティールは，自身はアンワルに首相を引き継ぐまでの暫
定的な首相であり，政権交代後，アンワルに恩赦が認められ，政界に復帰すれば，
首相の座を譲ると明言していた。政権交代後，実際にアンワルの釈放，恩赦が行
われ，2018年の10月の補選で国会議員に復帰，11月には PKR 総裁に就任した。
その後，与党間で問題となってきたのは，マハティールはいつ首相をアンワルに
引き継ぐのかということである。
　マハティール自身の任期に関する発言も，政権交代以降たびたび変化してきた。
2018年の政権交代直後には， ₂ 年と述べていたが，2019年 5 月頃には前政権から
引き継いだ問題を解決できたらと答えている。12月に入り，APEC 首脳会議が
2020年11月にマレーシアで開催されることが決定すると，この首脳会議開催まで
は首相を続けると述べている（ロイター，2019年12月10日）。
　権力移行プロセスの具体的な見通しが明らかにならないなかで，2018年後半ご
ろからアンワルの支持者たちからの首相に対する批判の声が大きくなった一方，
アンワル以外にありうる「後継者」の可能性をめぐって，2019年は PKR 内の指
導者間での衝突が表面化した。
　アンワルは2019年のインタビューにおいて，総選挙の ₂ 年後となる2020年のう
ちにマハティールから首相の座を引き継ぐだろうとする一方で，前政権が抱えて
いた問題を解決し国を正しい方向に導くためには時間を要することを理解してお
り，具体的な期限を定める必要はないと何度も述べ，表立ってマハティールに早
急な移行の圧力をかけることは避けている。むしろ，「後継者」としての正統性
を維持し，ほかからの挑戦を退けようとしていると見られる。
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　アンワルの潜在的なライバルと見られるのが，同じ PKR の副総裁のアズミ
ン・アリ経済相である。アズミンはマハティール首相に近い立場と考えられてお
り，さらに2018年後半の PKR の党内選挙では，アンワルに近い立場のラフィ
ジ・ラムリと副総裁の座をめぐって一騎討ちとなったことで，アンワルとアズミ
ンの関係が悪化したと囁かれていた。
　そのような状況下で，2019年 ₆ 月にアズミンとされる男性が同性と性交渉に及
んでいる映像がインターネット上で拡散されるスキャンダルが起こった。PKR
の地域支部青年部長であり，一次産業副大臣の秘書官を務めていたハジク・アジ
ズが映像の人物は自分であり，相手はアズミンだと告白したことで，騒動は大き
くなった。マレーシアでは，かつてアンワルが側近との同性愛容疑で逮捕された
ように，同性間での性交渉は違法であるため，ハジクは ₆ 月14日に逮捕された

（ ₇ 月中に不起訴ののち釈放）。そして映像のもう 1 人の男性がアズミンなのか，
警察が捜査することとなった。最終的には，国内とアメリカの専門家に映像の顔
認証分析などを依頼したが，個人を特定できないと結論付けられ，2020年 1 月に
警察と司法長官は映像に関連して，誰も起訴しないことを発表した。しかしこの
騒動は PKR 内の分断をさらに深めることとなった。
　映像の拡散直後から，アズミンは映像の人物は自分ではないと否定し，彼の政
治的キャリアを破壊しようとする悪意のある陰謀だと主張していた。さらに映像
の拡散に関連して，アンワルの側近である PKR のペラ州支部長を含む11人が逮
捕され（ ₇ 月中に不起訴ののち釈放），アズミンの支持者からは一連の騒動の背後
にはアンワルがいるのではないかと非難の声が上がった。アズミンは ₇ 月末には，
マハティール首相が 5 年間の任期を全うすることを望む野党 PAS と UMNO の発
言を支持する声明を出しており，これは ₂ 年で引き継ごうとしているアンワルへ
の対抗と見られる。また UMNO のなかでも依然としてマハティール首相に近く，
UMNO から Bersatu への議員の移籍を仲介しているのではないかと疑惑が生じて
いたヒシャムディン・フセインと家族ぐるみの深い交流があることを，アズミン
は SNS 上に写真を上げて示しており，この ₂ 人がアンワルに対抗する後継者な
のではないかという推測を呼んでいる。
　そして12月の PKR 党大会では，幹部間だけでなく，党全体としての分断が可
視化された。内部の裏切りに起因する1511年のマラッカ陥落の歴史について言及
したアンワルの演説内容が，暗に党内の裏切り者に警告する攻撃的な内容であっ
たとして，アズミンの支持者数百人が会議中に退席した。党中央委員会内でもア
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ズミン支持派とアンワル支持派で分裂が深まった結果，2020年 ₂ 月末にアズミン
らが PKR を離党するに至った。離党したアズミンらが，ムヒディン・ヤシン総
裁率いる Bersatu とともに BN・UMNO，PAS との連合に合流したことで，PH 政
権は崩壊した。

経 済

外需，政府支出が低迷するなかで民間消費が景気を下支え
　2019年の実質 GDP 成長率は，前年の4.7％から4.3％となり，2018年末時点での
政府見通し4.9％（中央銀行見通し4.3～4.8％）を下回った。各四半期（前年同期比）
では，第 1 四半期の4.5％から4.9％，4.4％と推移し，第 ₄ 四半期には3.6％と世界
金融危機の影響を受けた2009年第 ₃ 四半期以来の低水準となった。この第 ₄ 四半
期での成長の鈍化は，一次産品部門，とくに少雨によるパーム油生産の低迷に起
因している。
　需要面では，依然として民間部門の消費が成長に大きく寄与している。民間消
費支出は2018年に引き続き各四半期で7.0～8.1％増で推移する一方，政府消費は
物品・サービスの購入が控えられ，第 1 四半期の6.3％増以降は，0.3～1.3％増と
なり，伸び幅は3.3％であった前年と比べ縮小した。総固定資本形成は前年に引
き続き鈍化傾向にあり，米中貿易摩擦などの対外要因や国内不動産市場の供給過
剰に起因する不確実性から，民間投資は第 ₃ 四半期まで0.3～1.8％増となった。
第 ₄ 四半期には，製造業およびサービス業，なかでも運輸サービス，建設関連業
において拡大し，4.2％増となった。政府投資は連邦政府，政府関連企業の支出
削減により年間を通じて前年同期比7.7～14.1％の減少となった。財・サービス貿
易（実質値）については，輸出が米中貿易摩擦の影響によって，通年で1.1％減と
なった。輸入も大規模インフラ開発計画の延期などによって通年で2.3％減となっ
たため，純輸出は通年で8.9％増となった。しかし第 ₄ 四半期に輸出が3.1％減と
大幅に悪化したため，純輸出も第 ₄ 四半期では9.8％減となっており，厳しい状
況が続く。
　産業別では，農業（1.8％増），鉱業・採石（1.5％減），建設業（0.1％増）が振るわ
ず，依然として製造業（3.8％増），サービス業（6.1％増）の持続的な拡大に成長が
支えられている。とくにサービス業のうち食品・飲料業（10.4％増），小売業（8.4％
増）の伸びが大きい。
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　通関統計では，前述のとおり米中貿易摩擦の影響を受け，輸出が9864億200万
リンギと前年比1.7％減となった。マレーシアの輸出が通年でマイナス成長となっ
たのは，リーマンショックの影響を受けた2009年以来である。輸入も8490億900
万リンギと前年比3.5％減となったため輸出入総額は減少したが，貿易収支は
1373億9300万リンギで黒字となった。
　消費者物価指数（CPI）上昇率については，第 1 四半期は前年の物品・サービス
税（GST）撤廃の長期的な影響と国際的な原油価格の下落による国内ガソリン価格
下落により，0.3％に低下したが，その後，0.6％，1.3％，1.0％と上昇に転じてい
る。マレーシアリンギについては2019年を通じて， 1 ドル4.0～4.2リンギの間で
安定的に推移した。
　2018年の政権交代後に実施された GST の廃止，売上・サービス税（SST）再導
入といった税制改革は，マレーシアの国家財政にどのような影響を与えるのか。
一部の生活必需品を除いて ₆ ％の税率を課されていた GST は2018年 ₆ 月 1 日よ
り廃止され，消費税率0％の期間を経て ₉ 月 1 日より，課税対象品目を限定した
SST が再導入された（『アジア動向年報2019』）。民間消費については，前述のとお
り2019年も ₇ ～ ₈ ％の伸びを続け，SST の再導入が消費を妨げる要因にはなって
いない。一方，マレーシアの政府歳入のうち，2017年には20.1％（約440億リンギ）
が GST による税収だったが，GST 廃止，SST の再導入によって8.4％（220億リン
ギ）への減収が見込まれていたため，2019年は国営石油会社ペトロナスからの特
別配当300億リンギで補塡した。
　マレーシアは2009年の世界金融危機以降，財政赤字が急拡大した。政府債務残
高については，2013年には GDP 比54.7％に達し，財政健全化は連邦政府の重要
課題であった。とくにマレーシアは政府歳入の ₃ 割近くを石油関連収入に依存し
てきており，原油価格の影響を受けやすい石油収入への依存脱却と安定的な財源
確保のため2015年にナジブ政権下で GST が導入された。そして実際，2016年に
は石油関連収入が歳入に占める割合は12％まで減少していた。しかし GST 廃止
により，2018年には23.4％，2019年には上述の特別配当も含めると30.7％に上っ
ている。財政健全化は PH 政権においても重要課題とされ，財政赤字の縮小，政
府債務残高の削減に取り組んでいるが，今後も世界的な原油価格の動向に左右さ
れる可能性が高い。（詳しくは，熊谷聡「『消費税を廃止した国，マレーシア』は
本当か」IDE スクエア（2019年 ₉ 月）を参照）。
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長期開発計画：経済成長から経済格差の是正へ
　政府は10月 5 日，次の10年間を見据えた長期開発計画・繁栄の共有ビジョン

（Shared Prosperity Vision 2030：SPV2030）を発表した。SPV2030はマハティール前
政権下の1991年に策定された「ビジョン2020」の後継計画と位置付けられている。
ビジョン2020の最大の目標は先進国（高所得国）入りであったが，前年に公表され
た国家開発計画「第11次マレーシア計画（2016～2020）」の中間報告において，目
標であった世界銀行による高所得国入りの基準（2017年）である 1 人当たり国民総
所得（GNI）1 万2056ドルの達成を2024年に後ろ倒しした。今回の SPV2030では，
後ろ倒ししたものの，ほぼ達成が確実となった高所得国入りの先の目標として，
国の繁栄をすべての国民で共有する，すなわち民族間，都市－農村，地域間など
の経済格差を是正することを主眼としている。SPV2030では，製造業とサービス
業での技術導入の遅れや，雇用主と従業員，世帯所得上位20％層と下位40％層，
華人とブミプトラ／インド人，地域間のそれぞれにおいて所得格差が拡大してい
ることなどを現状の課題として捉え，中小企業の技術導入の促進や機械設備投資
の拡大，イスラーム金融や再生可能エネルギー産業の育成，外国人労働者の削減，
平均給与の引き上げ，地域間所得格差の半減などの戦略を通じて改善を目指す。
　SPV2030の遂行は2021年以降の第12次マレーシア計画から開始されるが，2020
年予算の編成も SPV2030の目的達成のための第一歩とされた。「繁栄の共有に向
けた成長と平等な成果の促進」と銘打たれた予算案では，再生可能エネルギーに
関連する税控除や企業の技術導入の支援，後述する「バンダル・マレーシア」計
画の実行などが盛り込まれた。また予算案で提起された，都市部での最低賃金の
引き上げは2020年 1 月から実施され，月額1100リンギから1200リンギとなった。
2018年総選挙の公約において，最低賃金を月額1500リンギまで引き上げると明記
されており，今回の実施は公約実現に向けた取り組みの一環である。

大型インフラ開発計画の見直しと継続
　外国企業の融資の下，前政権によって計画された大型インフラ開発事業の見直
しは，2018年総選挙での現与党の重要公約の 1 つであった（『アジア動向年報
2019』）。PH はこれらの事業が政府支出や債務の増大を招いているうえ，実質的
に利益を得ているのは外国企業であるとして前政権を批判していた。政権交代直
後から各事業計画の見直しが宣言され，各国との交渉を経て2019年内には結果が
おおむね出揃った。建設費用の削減によって，多くの計画は継続されることが発
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表された。
　まずクアラルンプールからマレー半島北東部までを結ぶ東海岸鉄道（ECRL）に
ついては，中国交通建設（CCCC）が中心となって2017年に着工していたが，2018
年の政権交代後，建設工事が中断していた。2019年に入ると首相は計画の見直し
について中国側と交渉していることを明らかにし， ₄ 月12日に ECRL の所有運
営管理を担う財務省子会社 Malaysia Rail Link と中国側担当企業が計画再開に関
する補足契約に調印したことを発表した。この見直しによって，当初計画の総距
離688キロメートルより48キロメートル短縮され，総工費は655億リンギから440
億リンギへと約30％削減された。 ₇ 月25日にはローク運輸大臣出席の式典ととも
に建設作業が再開され，当初予定よりも ₂ 年先延ばしされた2026年末に完成予定
である。
　シンガポールとマレーシア国内を結ぶ ₂ 本の鉄道計画については，まずジョ
ホール・バル＝シンガポール間の高速輸送システム（RTS）線について，計画継続
が決定した。RTS の建設計画はナジブ政権下の2018年 1 月に二国間協定が締結
されていたが，総選挙以降，協定で予定されていた合弁会社の設立など，進行は
実質的に止まっていた。
　両国政府は2019年 5 月21日に補足協定に署名し，RTS の継続可否の決定を ₉
月30日まで延期することを発表した。延期に伴い，マレーシア政府はシンガポー
ル政府に対し，約60万シンガポールドル（約80万リンギ）の補償を行った。その後，
延長期限前の ₉ 月29日に発表された追加の 1 カ月の延期を経て，10月31日にマハ
ティール首相は RTS 建設計画の継続を明言した。併せて当初の予定より36％削
減し，31億6000万リンギに総工費を圧縮する案を示した。シンガポール政府は決
定を歓迎し，2020年には二国間協定を再び締結する予定となっている。クアラル
ンプール＝シンガポール間の高速鉄道（HSR）については，2018年に両国政府間で
交渉が行われ，2020年 5 月までの計画延期で合意している（『アジア動向年報
2019』）。マハティール首相は HSR の建設に前向きであるが，コスト削減のため
に最高速度の引き下げを検討していると述べている。
　次に，ナジブ前首相らによる資金洗浄に利用されたワン・マレーシア開発公社

（ 1 MDB）の不動産開発事業であった，マレーシア初の国際金融特区 Tun Razak 
Exchange（TRX）計画については，2018年の政権交代時点ですでに建設作業が ₈ 割
ほど進行していた。2018年 ₆ 月に財務省は計画見直しの結果，残りの建設作業の
費用となる約28億リンギを支援することを発表した。2017年より財務省に移管さ
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れている 1 MDB 傘下であった TRX 担当企業は，政府から支払われた土地売却
費用約37億リンギを 1 MDB のローン返済に流用され，資金が枯渇していた。建
設中止を決定したとしても，約36億リンギの補償金が生じるため政府は財政支援
に踏み切った。この見直しによると，建設費用と前述の土地購入費用も含めた政
府の投資分は事業実現によって回収できるという。TRX の目玉であり，国内で
最も高い建造物となる The Exchange 106では，2019年末から外資系企業を中心と
するテナントの入居がすでに始まっている。2019年 ₂ 月に行われた The Exchange
の民間商業地区の公式発表会において，リム財相は「TRX 計画は PH 政権によっ
て無害化された」と述べている。
　また政府は，2017年 5 月に計画が白紙に戻っていたクアラルンプールのスンガ
イ・ベシ空港跡地の大型再開発計画「バンダル・マレーシア」を再開すると，
2019年 ₄ 月に発表した。多国籍企業や金融機関の誘致に加え， 1 万戸の住宅建設
や計画全体を通じたブミプトラ，現地企業の参加を強調している。12月には，中
国の国営鉄道会社に属する中国鉄路工程集団とマレーシアのイスカンダル・
ウォーターフロント・ホールディングスのコンソーシアムと TRX との間での再
契約が締結された。首相は計画発表式典において，バンダル・マレーシア計画は
ECRL 建設とともに，貿易における中国との二国間関係の強化に寄与し，マレー
シアの経済に大きな価値をもたらす事業であると述べている。
　計画中止が決定した事業としては，マラッカ州からクダ州までを結ぶ石油パイ
プライン（Multi-Product Pipeline：MPP）とサバ州のガスパイプライン（Trans-Sabah 
Gas Pipeline：TSGP）の ₂ つのパイプラインの建設計画がある。併せて総工費94
億リンギを予定した事業であったが，2018年 ₉ 月に中止が発表された。全計画の
13％の建設作業が完了していたが，建設請負業者の中国国営企業に対し，総工費
の88％に当たる83億リンギが前政権下で支払い済みであり，2019年内は引き続き
差額の返還交渉が担当企業間および両国政府間で行われている。

対 外 関 係

　マハティール首相は前年 5 月の再任以降，世界各国を訪問して首脳と会談し，
対外関係の構築に積極的に関与している。基本的な外交姿勢は2002年までの第一
次マハティール政権期と変わっておらず，経済，安全保障面での実利追求とアジ
ア／ASEAN あるいはイスラーム世界の一員としてのマレーシアという ₂ 点を重
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視している（鈴木早苗「マハティール政権期における外交の二側面：既存研究を
中心に」鳥居高編『マハティール政権の22年』アジア経済研究所 2005年）。
　2019年はこの方向性が明確に示されていた。首相は米中貿易摩擦あるいはイラ
ンなどへの経済制裁に関して，しばしばアメリカへの非難を表明した。 ₇ 月にサ
ラワク州で開催予定だったパラリンピック水泳世界大会の実施にあたり，イスラ
エル選手団を入国させないと首相が表明したことで，マレーシアは開催権を国際
パラリンピック委員会からはく奪された。12月にはムスリム諸国の首脳，高官，
イスラーム法学者などが集まり，首相を議長としてクアラルンプール・サミット
が開催された。また11月の ASEAN 首脳会議などでは，欧米の保護主義や米中の
貿易摩擦に対抗していくためには ASEAN 諸国の団結が重要であると首相は述べ
ている。

対中関係：一帯一路政策支持の一方，南シナ海問題をめぐる衝突
　前述のとおり，外国の融資に基づく大型インフラ開発計画の中止，見直しは前
年の総選挙での PH 側の公約の 1 つであった。ナジブ政権下の2016年から2017年
にかけて，ECRL などを含む総額約1800億リンギ以上の大型開発計画に関する
MOU が中国との間で締結されていたが，一部の計画はナジブ元首相が関わる
1 MDB をめぐる汚職，不正の温床となったこと，さらにマレーシアの国益より
も中国の利益となっているといった批判に基づき，大型計画の見直しが実施され
た。これに対し，中国側も協力的な姿勢を示した。
　PH 政権は前政権から続く中国との蜜月関係に終止符を打ち，一帯一路政策の
拒否に転じるのではないかという見方もあった。しかしながら今年，再交渉を経
て部分的に縮小，コスト削減を行いながらも多くの事業を継続することを政府は
表明した。訪中時には，マハティール首相は一帯一路政策を全面的に支持すると
も述べており（The Star，2019年 ₄ 月27日），中国との良好な関係を継続していく
方向性が明らかになったといえる。
　また世界各国での華為技術（ファーウェイ）社との取引規制の流れの一方で，マ
レーシアは同社の技術を積極的に取り入れていく方針を示している。10月 ₃ 日に
は同社と国内通信大手マキシスが第 5 世代移動通信システム（ 5 G）に関して， ₃
年間の商用契約を締結した。調印式には首相も同席し，マレーシアの発展，競争
力のために先進技術が重要であると語った。
　一方，南シナ海問題をめぐっては，中国との軋轢も生じている。2019年以降，
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南シナ海海域での中国海警局の警備艇，違法漁船の航行が増加し，沿岸の
ASEAN 諸国との間で衝突が強まっている。マレーシア政府は12月12日に国連海
洋法条約（UNCLOS）下で設置されている大陸棚限界委員会（CLCS）に対し，領海
から200海里を超えるボルネオ島沿岸の南シナ海北部海域の大陸棚の限界画定を
要請した。また同じく12月に公開された防衛白書では，テロとともに南シナ海に
おける緊張を国防における脅威として挙げている。11月の ASEAN 関連会議では，
中国は南シナ海の紛争防止を目的とする行動規範を当初の予定どおり2021年内に
策定することを提案しているため，今後の行動規範の策定プロセス，また中国と
周辺諸国の間で加熱する領有権問題の交渉において，マレーシア政府が少しでも
優位に立とうとしていると考えられる。
　中国はマレーシアが主権を主張する海域でも石油や天然ガスの調査を許可なし
に実施しているが，マレーシアが大国である中国と対立することは難しいと首相
は述べており，緊張緩和のため軍事力の行使や衝突の抑制を強調してきた（Benar 
News， 2019年 ₉ 月27日）。しかし南シナ海に関する行動規範が妥結に向かうなか
で，一定の発言力と権益の確保を試みているといえる。

対米関係：明確な対決姿勢を見せるマハティール首相
　米中貿易摩擦では中立の立場を明言しながらも，マハティール首相はトランプ
政権下での強権的な意思決定や，対アジア政策の一貫性の欠如などをしばしば批
判してきた。首相は精力的に諸外国を訪問し，アメリカにもニューヨークでの国
連総会に出席するため ₂ 年連続で訪れているが，首相再任後，いまだトランプ大
統領との会談を実施していない。
　2019年にアメリカが行った各国への貿易上の制裁的対応に対して，首相は強い
態度を示した。アメリカ財務省は 5 月28日にマレーシアを含む 5 カ国を新たに為
替操作の監視対象国に指定したと発表した。マレーシアは為替市場への介入を実
施してはいないと認定されたものの，多額の対米貿易黒字と GDP 比で ₂ ％以上
の経常黒字の ₂ 項目に該当したことがリスト入りにつながった。対象国指定を受
け，中央銀行と財務省は反論の声明を出し，「監視リスト入りによるマレーシア
経済への影響はない」（中央銀行），「（リスト入りの要因となった ₂ 項目は）マ
レーシア経済の競争力を表している」（財務省）として，国内外への影響抑止を
図った。さらに，マハティール首相は 5 月30日にマレーシアは中国の通信機器
メーカー・ファーウェイの製品を可能なかぎり使用していくだろうと明言した。
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これは 5 月15日にアメリカ政府による同社への輸出規制および同社を念頭とした
調達禁止の決定と，マレーシアの監視リスト入りの両方を踏まえた発言と考えら
れる。
　さらにイランに対する経済制裁についても，首相はたびたび非難を表明した。
₉ 月30日の国連総会での演説や11月の ASEAN 首脳会議，12月のカタール訪問な
どの際，アメリカの名前は出さなかったものの，イランへの経済制裁は，貿易を
制限されることによりイランの貿易相手国であるマレーシアも実質的に制裁を受
けているに等しく，いかなる法的根拠に基づいて経済制裁の実施が許されている
のかと批判した。2020年11月末には APEC 首脳会議がマレーシアで開催される
予定であり，同月の大統領選挙で勝利すればトランプ大統領が2017年の就任後初
めてマレーシアを訪れることとなる。

シンガポール：空海境界問題の解決と鉄道計画の再合意
　2018年末から激化していた領海，領空の国境線をめぐるマレーシアとシンガ
ポール間の衝突は両国政府間で交渉が続けられ， ₄ 月 ₉ 日の両国首相の会談を
もって，ひとまずの解決に至った。ジョホール・バル港の沖合の港湾境界をめ
ぐっては，1970年代から両国間でしばしば衝突が生じてきたが，今回は2018年10
月25日にジョホール・バル港の境界をシンガポール・トゥアス沖の同国領海内ま
で拡張したとマレーシア連邦政府が官報で公示したことに端を発していた。この
拡張に対しシンガポール政府は強く抗議し，官報の公示内容の修正を要求したが，
アンソニー・ローク運輸大臣やマハティール首相はジョホール・バル港の港湾境
界の拡張はマレーシアの領海内であり，主権の範囲内であると主張した。2018年
11月から12月にかけて，シンガポール政府は同国海事局にマレーシアの官報が無
効である通知を出し，マレーシア政府も同国港湾局の巡視船に官報の内容に則し
て対応するよう通知するなど衝突があり，12月 ₆ 日にはシンガポール政府もトゥ
アス沖の港湾境界を拡張すると発表した。
　さらに，ジョホール州上空の空域をめぐっても，両国間で衝突した。ローク運
輸大臣は港湾境界についてシンガポール政府へ抗議文書を送ると2018年12月 ₄ 日
に下院で演説した際，ジョホール州パシル・グダン上空の主権の侵害についても，
併せて抗議することを表明した。空域については，シンガポール北部セレター空
港での計器着陸システム（ILS）の導入が両国政府の衝突の発端となっており，マ
レーシア政府はジョホール州南部パシル・グダン周辺の開発や海運業務への影響
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を懸念していた。翌 5 日にはマレーシア外務省がシンガポール政府に対し，これ
らの港湾，空域の境界問題についての抗議文書を送付したことを明らかにした。
また12月25日にはマレーシア民間航空局（CAAM）がパシル・グダン上空の一部地
域での恒久的な飛行制限を2019年 1 月 ₂ 日から実施すると民間航空会社に通知し
た。
　一転，2019年に入ると，境界問題は衝突から交渉の段階に入った。 1 月 ₈ 日に
は，両国外相が会談し，マレーシアは前述の飛行制限を即時停止し，シンガポー
ルはセレター空港での ILS 手順の導入を停止することで合意したと共同宣言を出
した。また港湾境界の問題については，両国外務省を中心とする交渉のための
ワーキンググループを設置することになった。この外相会談の直後にも，ジョ
ホール州のオスマン・サピアン州首相が衝突海域を航行するマレーシア海兵隊の
船舶を訪問したことで，ジョホール州のイスカンダル開発計画に関する両国間の
閣僚会合が延期されるなどの問題が生じたが，上記グループでの議論を経て， ₃
月14日には，2018年に両国が延伸し重複していたトゥアス沖の港湾境界線の適用
を停止することで合意した。空域に関しては， ₄ 月 ₆ 日にシンガポールはセレ
ター空港への ILS 導入の撤回，マレーシアはパシル・グダン上空の飛行制限を無
期限停止することで合意したと両国運輸相が発表した。そして前述のとおり， ₄
月 ₉ 日の両国首相の会談において港湾，空域の境界に関する合意を確認，前向き
な二国間関係の継続を宣言し，両国間の一連の衝突は収束に至った。
　しかし，この両国合意後もローク大臣やマハティール首相は，1973年の両国間
合意に則ってシンガポールに委任されている当該地域の空域管制権を取り戻すた
めに交渉すると述べている。さらに上記の首相会談でも，まったく進展がなかっ
たマレーシアからシンガポールへの水供給契約，価格の見直しについては，引き
続き両国の主張が対立する問題であり，再度軋轢が強まる可能性がある。
　他方，「経済」の項でも言及したとおり，シンガポールとの間で進行していた
₂ つの鉄道敷設計画が，与党のマニフェストに従い大型インフラ開発事業の見直
し対象となっていた。クアラルンプール＝シンガポール間の HSR 計画は2018年
の交渉で2020年 5 月までの計画延期で合意されている（『アジア動向年報2019』）。
2019年はジョホール・バル＝シンガポール間の RTS の継続可否について交渉が
行われ，総工費削減をもって計画継続が決定した。HSR についても同様の方針
で継続予定と見られている。
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2020年の課題
　2019年をとおして続いた，与党 PH，PKR 内での権力闘争は，約 1 年10カ月続
いた PH 政権の崩壊という最悪の結果を導いた。2020年 ₂ 月末のシェラトンホテ
ルでの政権奪取会合により，PKR の副総裁であったアズミン・アリと支持者の
メンバー10人がムヒディン・ヤシン総裁率いる Bersatu とともに PH を離脱，
BN・UMNO，PAS とともに国家連盟（Perikatan Nasional：PN）を結成したことで，
PH 政権は下院の過半数を維持できなくなった。Bersatu 会長でもあったマハ
ティール首相は 1 MDB をめぐる汚職疑惑で裁判中のナジブ元首相らが所属する
UMNO と連合を組むことに同意しなかったため，一旦首相を辞任，暫定首相と
なったが，DAP，アンワルらの PKR，Amanah の PH 側との首相指名での協力交
渉に難航した。その結果，国王がムヒディン・ヤシンを新首相に任命し，PN へ
の選挙なき政権交代が実現するに至った。Bersatu が PH を離脱したことから，
いくつかの州政権でも政権交代が起きており，政治的混乱が続いている。BN・
UMNO が再び政権を握り，イスラーム保守系政党の PAS が政権入りしたことで，
PH によって進められてきた政治制度改革は中断が予想され，ナジブ元首相らの
汚職裁判の動向も注目される。
　経済面では2019年の年間を通じた米中貿易摩擦の影響による輸出の低迷，第 ₄
四半期での経済成長率の大幅な縮小に続き，新型コロナウイルス感染症の流行に
よって，2020年のとくに第 1 四半期は成長率がさらに低迷すると見られている。
政府は国内観光，交通，食料品などの産業および中小企業を対象にした財政刺激
策を実施しているが，先行きは不透明である。
　対外関係では，秋には APEC 首脳会議の開催が予定されており，シンガポー
ルとの HSR 計画の継続可否の決定期限も控えているが，新型コロナウイルス感
染症の流行からそれぞれ開催や決定が延期される可能性がある。さらに中国との
南シナ海問題の進展についても注視する必要がある。

（地域研究センター）
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1 月 1 日 ▼飲食店全面禁煙法令が施行。サバ
州は ₂ 月 1 日，サラワク州は ₃ 月 1 日開始。

▼ 外国人労働者に対する社会保障機構
（SOSCO）の労災補償制度の強制加入開始。
6 日 ▼クランタン州のスルタン・ムハンマ

ド 5 世が突如国王を辞任。辞任による国王の
退位は初めて。前年11月から療養休暇を取っ
ていたが，同月に元ミス・モスクワと結婚し
たという写真が SNS 上で拡散されていた。
8 日 ▼マレーシア，シンガポール両国外相

が共同記者会見を実施し，マレーシアはパシ
ル・グダン空域の飛行制限の即時停止，シン
ガポールはセレター空港での計器着陸方式

（ILS）の適用停止で合意したと発表。
15日 ▼第 5 代パハン州スルタン即位。前ス

ルタンは病気のため，同月11日に退位。
17日 ▼首相，セネガル（～18日），イギリス

（～20日），オーストリアを訪問（～22日）。
26日 ▼パハン州キャメロン・ハイランド下

院選挙区で補欠選挙。2018年総選挙時の
BN・MIC 候補による票の買収を裁判所が認
定し結果を無効にしたため実施。BN 直属候
補のラムリ・モハマド・ノルが勝利。
27日 ▼国際パラリンピック委員会はサラワ

ク州クチンで同年 ₇ 月に開催予定だったパラ
水泳世界選手権大会の開催権をマレーシアか
らはく奪。同月20日に首相がイスラエル選手
の参加，入国を拒否する方針を明言したため，
委員会は政治的理由による参加制限は認めな
いとして，開催地の再募集に至った。
29日 ▼ 政府， 5 カ年の「国家汚職防止計

画」を発表。政治資金規制の新法制定や政治
家，政府高官の資産公開などを盛り込む。
31日 ▼第16代国王にパハン州スルタンのア

ブドラ・アフマド・シャーが即位。
2 月15日 ▼違法なオンライン賭博に関与した

疑いで，カンボジア警察に逮捕されていたマ
レーシア人47人が政府間交渉の末，釈放。
22日 ▼首都圏を走る軽量高架鉄道（LRT）₃

号線の計画再開の再契約に関連企業が調印。
建設費用が当初より約 ₄ 割削減される見込み。
25日 ▼プラスチック廃棄物の違法リサイク

ル事業者44社を環境品質法違反で摘発。140
の工場が閉鎖。
3 月 2 日 ▼スランゴール州議会スムニュ選挙
区で補欠選挙。PH・Bersatu 現職議員の死去
により実施。BN・UMNO 所属のザカリア・
ハナフィが PH・Bersatu 候補を退け勝利。
5 日 ▼ブルネイのハサナル国王が来訪，首

相と会談。
6 日 ▼首相，フィリピンを訪問（～ ₈ 日）。

▼ UMNO と PAS が正式な政治協力を発表。
13日 ▼韓国の文大統領が来訪，首相と会談。
14日 ▼マレーシア，シンガポール両政府は

前年10月25日（マレーシア），12月 ₆ 日（シン
ガポール）に両国が延伸し重複していた港湾
境界線の適用をともに停止することで合意し
たと，両国外相が共同記者会見で発表。
21日 ▼首相，パキスタンを訪問（～23日）。
4 月 1 日 ▼金正男氏殺害の容疑で起訴されて
いたベトナム国籍のドァン・ティ・フォン被
告に傷害罪で禁錮 ₃ 年 ₄ カ月の判決。逮捕後
の勾留期間を差引き，模範囚として ₃ 分の 1
の刑期短縮も受け， 5 月 ₃ 日に出所。
3 日 ▼ ナジブ元首相の SRC インターナ

ショナル関連の汚職容疑に関する公判が開始。
5 日 ▼首相は国際刑事裁判所（ICC）ローマ

規程の批准を撤回すると発表。
6 日 ▼ Bersatu がサバ州支部を開設。サバ

伝統党率いる州政府を支援することを強調。

▼シンガポール政府はセレター空港への計
器着陸装置（ILS）の導入を撤回し，マレーシ

重要日誌 マレーシア　2019年
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ア政府はジョホール州パシル・グダン上空の
飛行制限を無期限停止することで両政府が合
意。 ₈ 日には ILS 導入に代わり，両国民間航
空局が GPS による計器侵入手順の展開に協
力と両国運輸相が共同記者会見で発表。
9 日 ▼下院で連邦憲法の改正案が否決。第

1 条 ₂ 項での（a）半島部11州（b）ボルネオ島部
₂ 州による連邦制とする規定を統合する案。
サバ，サラワク州を連邦内での対等な立場と
認めるという選挙公約実現への動きだったが，
両州選出議員からの反発が生じた。

▼ジョホール州のオスマン・サピアン州首
相が辞任。州首相として史上最短である11カ
月の在任期間だった。

▼シンガポールのリー首相が来訪，首相と
会談。海上，空域の境界問題に関する合意を
確認し，合同記者会見で共同声明を発表。協
力的で前向きな二国間関係の継続を確認。

▼ナジブ元首相の妻ロスマ・マンスールを
サラワク州の学校における太陽光発電プロ
ジェクトに関連した収賄の容疑で逮捕。翌日
起訴。2018年10月の逮捕以来 ₂ 度目。
10日 ▼ 経済省が連邦土地開発庁（FELDA）

の財政金融状況に関する白書を下院に提出。
12日 ▼ 政府は東海岸鉄道線（ECRL）計画の

続行を決定したと首相府が声明を発表。マ
レーシア，中国両政府および両国関係企業間
での交渉の結果，440億リンギの建設費用で
補足協定に署名。経路を短縮し当初の計画よ
りも約30％費用を削減した。
13日 ▼ヌグリ・スンビラン州議会ランタウ

選挙区で補欠選挙。BN・UMNO のモハマ
ド・ハサンが PH の PKR 候補を含む ₃ 人を
抑えて ₄ 期連続で当選。投票率は74％。PKR
のストレラム候補による前回総選挙での立候
補届の不受理を不服とした請願が認められ，
裁判所が選挙結果を無効としたため実施。

14日 ▼ジョホール州首相にサフルディン・
ジャマル州議会議員が就任。Bersatu 所属。
15日 ▼ ECRL 計画で前払いされた31億リ

ンギのうち一部をマレーシア政府へ払戻する
ことに中国交通建設が同意したと発表。払戻
分は ₄ 月12日から 1 週間以内に 5 億リンギ，
1 カ月以内に 5 億リンギの計10億リンギ。
19日 ▼政府，2017年 5 月に中断された首都

での大型再開発計画「バンダル・マレーシ
ア」を再開すると発表。
25日 ▼ 首相，中国を訪問（24～28日）。「一

帯一路」国際協力ハイレベルフォーラムに出
席および習近平主席と会談。華為技術（ファー
ウェイ）を訪問（25日）。李克強首相とバンダ
ル・マレーシア計画の包括協定，パーム油貿
易促進の覚書に調印（25日）。
5 月 4 日 ▼イスラーム教の統治権の守護を標
ぼうするデモが首都で行われ，約2000人が集
ま っ た。 イ ス ラ ー ム 系 NGO が 主 催 し，
UMNO や PAS の政治家も参加。
7 日 ▼中央銀行（バンク・ヌガラ），政策金

利（OPR）を0.25％引き下げ，3.00％へ。
9 日 ▼ PH 政権就任 1 年記念式典。首相は

2030年までに民族や地域に関係なくすべての
国民が一定水準以上の生活が享受できるよう
に「繁栄の共有」を目指すと演説。
11日 ▼サバ州サンダカン下院選挙区補欠選

挙。PH・DAP 現職議員が死去したため実施。
現職の娘であるビビアン・ウォンが BN・
PBS 候補に大差をつけて当選。
21日 ▼ジョホール・バル＝シンガポール間

の高速輸送システム（RTS）線の建設計画の継
続可否について，マレーシア，シンガポール
両国政府は決定を ₉ 月30日まで延期すること
に合意し，追加協定に調印。マレーシア政府
はシンガポール政府へ約60万 S ドル（約180
万リンギ）を補償した。　
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28日 ▼アメリカ財務省，マレーシアを為替
操作監視対象国に指定したと発表。
29日 ▼首相，日本を訪問（～31日）。安倍首

相と会談（31日）。
6 月 4 日 ▼ 政府は反汚職委員会（MACC）の
シュクリ委員長が辞任し，後任に弁護士のラ
ゼファ・コヤを任命したと発表。しかし下院
の主要公職任命委員会での協議が行われずに，
首相が任命を決定したため，与野党から批判
が生じた。同職への女性の任命は初めて。
15日 ▼首相，イギリスを訪問（～17日）。
17日 ▼ クランタン州グア・ムサンのオラ

ン・アスリの集落で麻疹の集団感染が発生。
17日までに15人が死亡。全住民の ₆ 割が予防
接種を 1 度しか受けていないことに起因。
7 月 1 日 ▼国会議員と内閣を対象にした資産
公開の特別動議が下院で承認。 ₃ カ月以内に
MACC へ資産情報の提出を求める。

▼甘味飲料に対する物品税が開始。100ml
あたり 5 g 以上の砂糖または甘味料を含む飲
料に 1ℓ当たり40セントが課税。税収は小学
校での無料朝食プログラムに充てられる予定。
16日 ▼連邦憲法の改正案が下院で可決。投

票および候補者年齢を21歳から18歳へ引き下
げ，有権者の自動登録化に関する改正。25日
には上院でも可決。
25日 ▼約 1 年の中断を経て，ECRL の建設

作業がトレンガヌ州で再開。
8 月14日 ▼教育省は2020年から予定している
小学校 ₄ 年生以上でのジャウィ文字の書写科
目の導入に関し，華語，タミル語の国民型学
校では PTA の同意があった場合にのみ，書
写ではなく「ジャウィ文字入門」科目を実施
すると発表。
17日 ▼選挙管理委員会が2018年 5 月のサバ

州議会選挙におけるキマニス選挙区の結果を
無効と判断。当選したアニファ・アマンの贈

賄疑惑については証拠不十分で棄却。
21日 ▼クアラルンプール国際空港において

大規模システム障害が発生。約 ₄ 日間にわ
たって運航に影響。
26日 ▼首相，ベトナムを訪問（～28日）。
27日 ▼ナジブ元首相の SRC インターナ

ショナル関連の汚職容疑に関する検察側の弁
論が終了。28日から 1 MDB の汚職容疑に関
する公判が開始。
9 月 2 日 ▼首相，カンボジア（～ ₄ 日），ロシ
アを訪問（～ 5 日）。
5 日 ▼首相，大阪，京都を訪問（～ ₈ 日）。
13日 ▼野党 UMNO と PAS が合同政治集会

を首都で開催し，公式協力協定に署名。両党
員約 1 万人が集まる。

▼ Bersatu 結党 ₃ 周年記念パーティー開催。
24日 ▼首相，アメリカを訪問（～28日）。国

連総会で演説（28日）。
26日 ▼マレーシアとインドネシアでテロ攻

撃を計画したとして両国出身の男女16人を ₇
州で逮捕したと警察が発表。
29日 ▼ RTS 建設計画の継続可否の決定期

限を 1 カ月延期することにマレーシア，シン
ガポール両政府間で合意。追加賠償費用は無
しで，10月31日に期日を再設定。

▼首相，イギリスを訪問（～30日）。
10月 3 日 ▼通信大手マキシスは中国・ファー
ウェイ社と第 5 世代移動通信システムについ
て ₃ 年間の商用契約を締結。提携調印式には
首相も同席。2020年下半期から展開予定。
5 日 ▼ 政府は「繁栄の共有ビジョン2030」

計画を発表。
9 日 ▼新聞社ウトゥサン・ムラユが負債の

増加や売上の減少により，営業を停止。同社
が発行する各紙も発行停止となった。
10日 ▼ 警察はタミル・イーラム解放の虎

（LTTE）の支持者らがマレーシア国内での組
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織再建のために資金を集めていたとして，
DAP 所属のムラカ州とヌグリ・スンビラン
州の州議会議員を含む12人を逮捕したと発表。
20日 ▼首相，インドネシアを訪問（～21日）。
21日 ▼国王，日本を訪問（～24日）。
24日 ▼首相，アゼルバイジャン（～26日），

トルクメニスタンを訪問（～28日）。
31日 ▼政府はジョホールバル＝シンガポー

ル間の RTS 建設計画の継続を発表。当初の
予定よりもコストを削減する方向でシンガ
ポール政府と交渉していると説明。計画の最
終合意への調印は来年初頭を予定。
11月 1 日 ▼ 首 相， タ イ を 訪 問。ASEAN サ
ミットへ参加（～ ₄ 日）。
9日 ▼カンボジア野党・カンボジア救国党

党首で亡命中のサム・ランシーがマレーシア
へ入国。タイ経由でカンボジアへ帰国予定だっ
たが，タイ政府が入国を拒否。PKR のヌル
ル・イザを中心に与野党の議員と面会（12日）。
11日 ▼ 高等裁判所は SRC インターナショ

ナルに関わる権力乱用等の ₇ つの罪状につい
て，ナジブ元首相側の抗弁に進むよう命じた。

▼アメリカ連邦航空局がマレーシアの航空
安全性評価をカテゴリー 1 からカテゴリー ₂
に引き下げ。航空規制当局としてのマレーシ
ア民間航空局（CAAM）への評価であり，技術
面での専門知識や人材，点検プロセス等への
不備を指摘。格下げに伴いアメリカへの増便
が制限される。CAAM は不備を認め，11月
1 日付で CEO が辞任したことを発表。
16日 ▼ジョホール州タンジュン・ピアイ下

院選挙区で補欠選挙。PH・Bersatu 現職議員
の 死 去 に よ り 実 施。BN・MCA 候 補 の
ウィー・ジェックセンが約65％の票を得て，
PH・Bersatu 候補に大差をつけ当選。
24日 ▼首相，韓国を訪問（～28日）。
12月 3 日 ▼初の防衛白書を下院へ提出。

4 日 ▼ UMNO，年次党大会を開催（～ ₇ 日）。
ザヒド総裁は半年以内に PAS と合同大会を
開 催 し，Muafakat Nasional（National Consen-
sus）として公式の野党連合を結成することを
発表（ 5 日）。
5 日 ▼ PKR，年次党大会を開催（～ ₈ 日）。

アンワル総裁が演説でアズミン経済相に対す
る個人攻撃を行ったとして，同氏と支持者ら
が大会を途中退席した（ 5 日）。
6 日 ▼ Amanah，年次党大会を開催（～ ₈ 日）。
11日 ▼首相，カタールを訪問（～14日）。
12日 ▼政府は国連海洋法条約（UNCLOS）下

で設置されている大陸棚限界委員会（CLCS）
に対し，ボルネオ島沿岸200海里を超える，
南シナ海北部海域の大陸棚について，限界画
定を要請する文書を提出した。当該海域は中
国が主権を主張する海域と重複している。マ
レーシア政府の主張は2021年の CLCS 第53回
会合で議論される。
18日 ▼ クアラルンプールサミット開催（～

21日）。サウジアラビア，パキスタン，イン
ドネシアを除くムスリム諸国の首脳が参加。
19日 ▼反フェイクニュース法の廃止が上院

で可決。前年 ₈ 月に下院で可決された後，上
院で否決されたが，今年再提出され10月 ₉ 日
に下院で再度可決されていた。再提出のため，
上院での可否にかかわらず承認されるプロセ
スであった。
28日 ▼国民型学校でのジャウィ書写授業導

入を議論する華語学校理事／教職員組合主催
の集会が中止。警察が治安維持を目的に中止
命令を裁判所に申請，許可されたため。
30日 ▼政府は2020年 1 月 1 日から導入が予

定されていた新しいガソリン補助金制度の開
始を延期すると発表。受給対象者（月収4000
リンギ以下）に対し，補助金受取の登録方法
の周知が十分でないと説明。
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　 1 　国家機構図（2019年12月末現在）

（注）　＊連邦元首，州元首に関わる訴訟を取り扱う。
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　 2 　マハティール内閣名簿
� （₂₀1₉年12月末現在）

首相 　Mahathir Mohamad ［Bersatu］
副首相 Wan Azizah Wan Ismail ［PKR］
　首相府
大臣
　司法担当 Liew Vui Keong ［Warisan］
　イスラーム問題担当
 Mujahid Yusof ［Amanah］
　国民統合・社会福祉担当
 Waytha Moorthy Ponnusamy ［無所属］
副大臣 Fuziah Salleh ［PKR］
 Mohamed Hanipa Maidin ［Amanah］
　財務省
大臣 Lim Guan Eng ［DAP］
副大臣 Amiruddin Hamzah ［Bersatu］
　国防省
大臣 Mohamad Sabu ［Amanah］
副大臣 Liew Chin Tong ［DAP］ 
　内務省
大臣  　 Muhyddin Yassin ［Bersatu］
副大臣 Mohd Azis Jamman ［Warisan］
　経済省
大臣  　Mohamed Azmin Ali ［PKR］
副大臣 Mohd Radzi Md Jidin ［Bersatu］
　外務省
大臣 　 Saifuddin Abdullah ［PKR］
副大臣 Marzuki Yahya ［Bersatu］
　国際貿易産業省
大臣  Darell Leiking ［Warisan］
副大臣 Ong Kian Ming ［DAP］
　国内商業・消費者問題省
大臣  Saifuddin Nasution Ismail ［PKR］
副大臣 Chong Chieng Jen ［DAP］
　人的資源省
大臣  M. Kulasegaran ［DAP］

副大臣 Mahfuz Omar ［Amanah］
　運輸省
大臣 Anthony Loke Siew Fook ［DAP］
副大臣   Kamardin Jaffar ［PKR］
　住宅・地方政府省
大臣 Zuraida Kamaruddin ［PKR］
副大臣 Kamarul Bahrin ［Amanah］
　公共事業省
大臣 Baru Bian ［PKR］
副大臣 Mohd Anuar Mohd Tahir ［Amanah］
　教育省
大臣 　Maszlee Malik ［Bersatu］
副大臣 　Teo Nie Ching ［DAP］
　農業・農業関連産業省
大臣 Salahuddin Ayub ［Amanah］
副大臣 Sim Tze Tzin ［PKR］ 
　村落・地域開発省
大臣  Rina Harun ［Bersatu］
副大臣   Sivarasa Rasiah ［PKR］
　エネルギー・技術・科学・気候変動・環境省
大臣 　 Yeo Bee Yin ［DAP］
副大臣 Isnaraissah Munirah Majilis ［PKR］
　保健省
大臣 Dzulkefly Ahmad ［Amanah］
副大臣 Lee Boon Chye ［PKR］
　通信・マルチメディア省
大臣 Gobind Singh Deo ［DAP］
副大臣 Eddin Syazlee Shith ［Bersatu］
　水・土地・天然資源省
大臣 Xavier Jayakumar ［PKR］
副大臣 Zulpuri Shah ［DAP］
　企業家開発・協同組合省
大臣 Redzuan Yusof ［Bersatu］
副大臣 Mohd Hatta Ramli ［Amanah］
　観光・芸術・文化省
大臣  Mohamaddin Ketapi ［Warisan］
副大臣 Muhammad Bakhiar Wan Chik ［PKR］
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　女性・家族・コミュニティ開発省
大臣  Wan Azizah Wan Ismail ［PKR］
副大臣 Hannah Yeoh Tseow Suan ［DAP］
　青年・スポーツ省 
大臣
 Syed Saddiq Syed Abdul Rahman ［Bersatu］
副大臣 Steven Sim Chee Keong ［DAP］
　一次産業省
大臣   Teresa Kok Suh Sim ［DAP］
副大臣 Shamsul Iskandar Mohd Akin ［PKR］
　連邦領省
大臣 Khalid Abdul Samad ［Amanah］
副大臣 Shahruddin Salleh ［Bersatu］

　 3 　州首相名簿

プルリス州  Azlan Man ［UMNO］
クダ州 Mukhriz Mahathir ［Bersatu］
ペナン州  Chow Kon Yeow ［DAP］
ペラ州  Ahmad Faizal Azumu ［Bersatu］
スランゴール州 Amirudin Shari ［PKR］
ヌグリ・スンビラン州
 Aminuddin Harun ［PKR］
マラッカ州 Adly Zahari ［Amanah］
ジョホール州 Sahruddin Jamal ［Bersatu］
クランタン州 Ahmad Yakob ［PAS］
トレンガヌ州
 Ahmad Samsuri Mokhtar ［PAS］
パハン州 Wan Rosdy Wan Ismail ［UMNO］
サバ州 Shafie Apdal ［Warisan］
サラワク州
 Abang Zohari Abang Openg ［PBB］
（注）［　］内は所属政党。略称は以下のとおり。
　Amanah（Parti Amanah Negara）：国家信託党，

Bersatu（Parti Pribumi Bersatu Malaysia）： マ
レーシア統一プリブミ党，DAP（Democratic 
Action Party）：民主行動党，PAS（Parti Islam 
Se-Malaysia）：汎マレーシア・イスラーム党，

PBB（Parti Pesaka Bumiputra Bersatu）：統一ブ
ミ プ ト ラ 伝 統 党，PKR（Parti Keadilan 
Rakyat）：人民公正党，UMNO（United Malays 
National Organization）：統一マレー人国民組
織，Warisan（Parti Warisan Sabah）：サバ伝統党。
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　 1　基礎統計
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

人 口（1,000人） 30,214 30,709 31,186 31,634 32,023 32,3822） 32,5811）

労 働 力 人 口（1,000人） 13,981 14,264 14,518 14,668 14,980 15,280 15,465
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 2.1 3.2 2.1 2.1 3.7 1.0 0.7
失 業 率（％） 3.1 2.9 3.1 3.4 3.4 3.3 3.3
為替レート（ 1 ドル＝リンギ）3） 3.151 3.273 3.906 4.148 4.300 4.035 4.149
（注）　 1 ）推計値。 ₂ ）速報値。 ₃ ）年平均値。
（ 出 所 ）　 人 口：Department of Statistics Malaysia, Population Quick Info。 労 働 力 人 口（2019）， 失 業 率

（2019）：Ministry of Finance, Economic Outlook 2020。労働力人口（2013～2018），失業率（2013～2018），
消費者物価上昇率，為替レート：Bank Negara Malaysia, Monthly Highlights and Statistics，2020年 1 月号。

　 2　連邦政府財政 （単位：100万リンギ）
2013 2014 2015 2016 2017 2018 20191）

経 常 収 入 213,370 220,626 219,089 212,421 220,406 232,883 263,300
経 常 支 出 211,270 219,589 216,998 210,173 217,695 230,960 262,260
経 常 収 支 2,100 1,037 2,091 2,248 2,711 1,922 1,040
開 発 支 出 40,683 38,451 39,285 40,648 43,032 55,307 52,800
総 合 収 支 -38,584 -37,414 -37,194 -38,400 -40,321 -53,385 -51,760
資 金 調 達 源

純 国 外 借 入 -222 -356 727 835 -342 -320 7,197
純 国 内 借 入 39,526 37,557 38,931 37,859 40,750 51,973 44,688
資 産 の 変 化2） -747 208 -2,464 -294 -87 1,732 -125

（注）　 1 ）修正推計値。 ₂ ）＋は資産の取り崩しを意味する。　
（出所）　2019年：Ministry of Finance, Fiscal Outlook and Federal Government Revenue Estimates 2020。2018

年以前：Bank Negara Malaysia, Monthly Highlights and Statistics，2019年12月号。
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　 3 　支出別国民総所得（名目価格） （単位：100万リンギ）
2015 2016 2017 2018 20191）

消 費 支 出 789,121 841,704 926,807 1,003,787 1,073,488
民 間 635,099 684,681 759,746 830,829 896,974
政 府 154,021 157,023 167,061 172,958 176,514

総 固 定 資 本 形 成 304,423 318,895 343,931 350,297 349,189
民 間 198,150 211,525 234,514 245,712 251,792
政 府 106,274 107,370 109,417 104,585 97,397

在 庫 増 減 -5,195 5,970 6,656 -8,626 -15,058
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 817,370 834,491 960,778 994,860 996,518
財・ サ ー ビ ス 輸 入（－） 728,778 751,363 866,524 893,403 886,618
国 内 総 生 産（GDP） 1,176,941 1,249,698 1,371,648 1,446,914 1,517,518
海 外 純 要 素 所 得 -32,112 -34,592 -38,658 -51,586 -45,289
国 民 総 所 得（GNI） 1,144,829 1,215,105 1,332,990 1,395,328 1,472,229
（注）　 1 ）推計値。
（出所）　2019年：Ministry of Finance, Fiscal Outlook and Federal Government Revenue Estimates 2020。 

2018年以前：Bank Negara Malaysia, Monthly Highlights and Statistics，2019年12月号。

4 　産業別国内総生産（実質：2015年価格） （単位：100万リンギ）
2015 2016 2017 2018 2019

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 97,539 93,977 99,381 99,470 101,287
鉱 業 ・ 採 石 103,059 105,368 105,838 103,135 101,565
製 造 業 262,379 273,899 290,463 304,847 316,355
建 設 業 55,382 59,508 63,522 66,218 66,252
サ ー ビ ス 業 643,883 680,561 722,617 771,861 819,220

電 気 ・ ガ ス 25,774 27,075 27,630 28,860 30,482
水 道 5,936 6,337 6,720 7,167 7,714
卸 売 82,183 89,007 94,831 101,768 107,411
小 売 78,555 84,103 91,987 101,280 109,833
自 動 車 23,285 22,598 22,880 23,738 24,676
宿 泊 7,867 8,256 8,704 9,230 9,842
飲 食 業 28,352 30,575 33,043 36,242 40,004
運 輸 ・ 倉 庫 42,057 44,463 47,227 50,231 53,651
情 報 ・ 通 信 62,303 67,301 72,987 79,081 84,277
金 融 60,018 60,888 63,893 66,418 69,508
保 険 18,616 19,835 20,578 22,851 23,978
不動産・ビジネスサービス 51,431 54,965 59,036 63,527 68,475
行 政 サ ー ビ ス 99,783 104,620 109,485 114,357 118,566
そ の 他 サ ー ビ ス 57,725 60,539 63,614 67,111 70,802

輸 入 税（＋） 14,699 16,000 18,076 16,002 15,812
国 内 総 生 産（GDP）1） 1,176,941 1,229,312 1,299,897 1,361,533 1,420,490
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） n.a. 4.5 5.7 4.7 4.3
（注）　 1 ）購入者価格表示。
（出所）　Bank Negara Malaysia, Monthly Highlights and Statistics，2020年 1 月号。
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　 5 　国際収支� （単位：100万リンギ）
2015 2016 2017 2018 2019

経 常 収 支 35,155 29,907 38,296 30,588 49,740
貿 易 ・ サ ー ビ ス 収 支 88,592 83,128 94,255 101,456 114,678

貿 易 収 支 109,224 102,046 117,113 119,182 125,533
輸 出 681,275 686,896 801,394 832,796 817,778
輸 入 572,051 584,850 684,281 713,614 692,245

サ ー ビ ス 収 支 -20,632 -18,917 -22,858 -17,726 -10,856
第 一 次 所 得 収 支 -32,112 -34,592 -38,658 -51,586 -43,509
第 二 次 所 得 収 支 -21,325 -18,629 -17,300 -19,282 -21,428

資 本 移 転 等 収 支 -1,136 102 -26 -91 -312
金 融 収 支 -55,350 -249 -4,730 18,609 -34,326

直 接 投 資 -1,810 13,792 16,171 11,341 9,430
証 券 投 資 -26,122 -14,203 -15,358 -44,402 -37,655
金 融 派 生 商 品 -663 -802 -197 971 -390
そ の 他 投 資 -26,755 964 -5,346 50,699 -5,711

誤 差 脱 漏 25,082 -23,899 -17,132 -41,348 -7,203
総 合 収 支 3,750 5,860 16,409 7,758 8,522
外 貨 準 備 高1） 409,126 423,930 414,651 419,572 424,125
（注）　 1 ）特別引出権，IMF ポジション，金および外貨。
（出所）　Bank Negara Malaysia, Monthly Statistical Bulletin，2020年 1 月号。

6 　国・地域別貿易� （単位：100万リンギ）
2016 2017 2018 2019

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ア メ リ カ 80,233 55,658 88,680 65,275 90,811 64,947 95,782 68,669
日 本 63,743 56,982 75,597 63,611 70,385 63,858 65,247 63,584
中 国 98,578 142,387 125,957 164,445 139,147 175,417 139,605 175,589
韓 国 22,905 36,675 28,586 39,119 34,237 39,284 33,762 38,804
台 湾 21,243 41,814 23,962 54,755 32,814 63,576 36,945 57,027
香 港 37,641 12,669 47,713 14,011 74,831 15,141 66,545 14,042
A S E A N 231,200 171,739 271,636 214,651 287,114 224,559 284,028 204,884

シンガポール 114,442 72,398 135,628 92,729 140,249 103,071 136,888 89,547
タ イ 44,092 42,328 50,508 48,141 57,061 48,624 55,810 44,167
インドネシア 27,945 29,486 33,631 37,879 31,907 40,490 30,834 38,800
ブ ル ネ イ 2,124 651 2,308 2,600 2,213 1,749 2,288 1,941
フ ィ リ ピ ン 13,638 6,596 16,521 8,976 16,955 9,199 18,185 9,027
ベ ト ナ ム 23,773 18,819 27,597 22,626 34,329 19,457 34,729 19,587
カ ン ボ ジ ア 1,182 584 1,247 709 1,549 706 2,496 683
ミ ャ ン マ ー 3,925 824 4,134 967 2,810 1,233 2,764 1,089
ラ オ ス 77 51 62 24 41 29 34 41

イ ン ド 31,999 16,702 34,531 26,853 36,343 26,497 37,549 24,285
オーストラリア 26,819 15,610 32,377 20,092 33,540 21,585 28,402 23,297
E U1） 79,834 69,191 95,291 79,626 98,645 84,800 95,778 78,876
ロ シ ア 2,199 4,022 2,794 3,554 2,768 4,670 3,632 4,461
そ の 他 90,569 75,369 107,802 90,432 102,952 95,471 99,127 95,493
合 計 786,964 698,819 934,927 836,422 1,003,587 879,804 986,402 849,009
（注）　 1 ）EU という項目に含まれている国は，イギリス，ドイツ，オランダ，フランス，イタリア，

ベルギー，ルクセンブルグ，デンマーク，アイルランド，ギリシャ，スペイン，ポルトガル，オー
ストリア，フィンランド，スウェーデン，その他（詳細なし）。

（出所）　Bank Negara Malaysia, Monthly Statistical Bulletin，2020年 1 月号。


